
出雲市中小企業景況調査報告書 

（平成２５年７月～９月期） 

     
 

 
 

   
１．調 査 期 間    平成２５年１０月１日（火）～平成２５年１０月１５日（火）  

 

     
 

 
 

   
２．調査対象企業   出雲市内事業所１８０社 回答数  １６３社  

 
回答率 ９０．６ ％ 

     
 

 
 

   

業  種 

出雲商工会議所管内 平田商工会議所管内 出雲商工会管内 斐川町商工会管内 合  計 

対象企業数 回答企業数 対象企業数 回答企業数 対象企業数 回答企業数 対象企業数 回答企業数 対象企業数 回答企業数 

建設業 13 13 4 4 4 4 4 2 25 23 

製造業 18 18 7 6 6 6 5 4 36 34 

卸売業 9 9 2 2 3 3 3 3 17 17 

小売業 23 21 9 9 8 7 9 6 49 43 

サービス業 27 25 8 6 9 9 9 6 53 46 

合  計 90 86 30 27 30 29 30 21 180 163 

       
  

  
３．調査実施機関   出雲商工会議所、平田商工会議所、出雲商工会、斐川町商工会 

 



今 期（２０１３年７－９月）の 概 要 

本調査は、出雲商工会議所が平田商工会議所、出雲商工会、斐川町商工会と共同で市内事業所から調査対象事業所１８０社を選定し実施しています。 

 

概  況（前期調査＝２０１３年４－６月期） 

○全業種の業況 DI をみると、前期比では、小売業は振るわなかったものの、建設業と卸売業がプラス回復したことに加え、製造業も上向いたことに

より、△８．２（前期調査△12.0）と２期連続でマイナス幅が縮小しました。前年同期比では、５業種すべてが改善したことにより、△６．５（前

期調査△15.2）となり、２１年度以降で最も業況が安定していることが見てとれます。来期見通しにおいても、今期比で全業種の改善が予測された

ことを受け、△４．５（前期調査△13.9）を示すなど、当市経済全体の回復に期待が高まっています。 

 帝国データバンクが毎月実施している全国景気動向調査によると、１０月の景気 DI は４６．８となり、戦後最長の拡大期であった２００６年５月

（４７．０）以来７年５カ月ぶりの水準で、過去７番目の高さとなっています。全国１０地域中６地域（北海道、東北、北陸、中国、四国、九州）

が過去最高を更新しました。中国地方は１０地域中最大の改善幅。出雲大社大遷宮による観光客増で旅客運送が好調だったほか、自動車販売が動い

たことで関連企業にも好調が広がりました。島根県内の１０月景気 DI を見ても、３カ月ぶりの大幅改善（前月比＋４．９）となり、今年になって

最高の水準である４６．２となるなど全国平均とほとんど変わりはなく、景気 DIの全国順位でも２３位となっています。 

 

 

-57.5

-49.3
-52.7

-27.3

-40.3

-27.5 -29.2

-44.0 

-26.3 
-23.0 

-25.4 

-31.7 

-20.0 
-24.1 

-16.0 -14.1 -15.2 
-6.5 

-70

-60

-50

-40

-30

-20

-10

0

H21年度① ② ③ ④ H22年度① ② ③ ④ H23年度① ② ③ ④ H24年度① ② ③ ④ H25年度① ②

全業種 業況ＤＩ 前年同期比

 

 



○出雲市内給水量状況について、２５年度６～７月の契約件数は３８，２２９件、８～９月は３８，１９２件となり、前年同期比でそれぞれ増加しま 

した。しかし、使用水量は６～７月１，８２３，７３６㎥、８～９月は１，８９５，５４６㎥となり、前年同月比１２，９０４㎥、５２，１４７㎥ 

減少しました。 

 

○電力使用量状況について、「特定規模需要以外の需要」の電灯・電力計は１７９，１９２千ｋＷｈとなり、前年同月比で４，４８７千ｋＷｈの減少、

２期連続で節電が図られています。「特定需要規模」は業務用・産業用ともに増加し、合計で３３８，２１６千ｋＷｈとなりました。産業用の使用量

が２期連続で大幅に増加していることが特徴的でした。今期の販売電力量合計は４，８８７千ｋＷｈ増加の５１７，４０８千ｋＷｈとなりました。 

 

○出雲市人口動態について、自然要因では２４カ月連続で死亡者数が出生者数を上回る傾向に変わりはありませんでした。しかし、社会要因では転入

が転出を上回り、３カ月連続で増加しました。２５年９月末時点の当市の人口は男性８４，３８５人、女性９０，４５３人の合計１７４，８３８人

で、６０，８５５世帯となっています。 

 

○雇用情勢（出雲公共職業安定所管内）について、７月～９月の求人倍率は１．０８倍、１．１６倍、１．１２倍となり、前年同月比をすべて上回る

とともに、すべて１倍を超えました。新規求人数は前年同月比で７月は１８．１％の大幅増でしたが、８～９月は１．９％、１３．７％ダウンしま

した。 

 

○島根県統計調査課のまとめた毎月勤労統計調査２５年８月分速報（事業所規模５人以上）によると、現金給与総額は前年同月比０．８ポイントダウ

ンの２４７，２９９円、２カ月ぶりの減少となりました。現金給与総額のうち、きまって支給する給与は前年同期比０．７ポイントアップの２３０，

９７５円となり、２カ月連続の増加。所定内給与も０．３ポイントアップの２１５，０１９円となり、２カ月連続の増加となりました。総実労働時

間は１４９．２時間で前年同月比０．１ポイントアップ、２カ月連続の増加となりました。所定内労働時間も、１３９．７時間で２カ月ぶりに減少

しました。所定外労働時間は９．５時間で２カ月連続の増加となる４．４ポイントアップでした。一方、常用労働者数は前年同月比０．９ポイント

ダウンの２２８，８４４人となり、１９カ月連続で減少し続けています。 

 

○企業倒産状況について、７～９月の出雲市の倒産は１件で、負債総額は９６百万円。県全体では３件の倒産、１９３百万円の負債総額でした。今年

度に入り、倒産状況は落ち着いた動きとなっています。 

 

○出雲市内信用保証状況について、７月～９月の月別保証承諾金額は前年比で７月：１７３．２２％、８月：１０５．６３％、９月：１２３．６４％

となり、１０カ月連続の増加となりました。一方、保証債務残高はそれぞれ前年比９３．０９％、９３．５０％、９３．４８％となり、２７カ月連

続の前年割れとなっています。年度代弁累計はそれぞれ前年比８８．５７％、１２１．５５％、６９．８９％となり、８月は５カ月ぶりに前年を上

回りました。 

 

○出雲市内建築確認申請状況について、７月～９月の申請件数の合計は２５０件で前年同期比２４件増加しました。消費税の駆け込み需要も見られる

ことから、引き続き好調のようです。上半期の合計でも、３９件増加の５１４件となりました。 

 

○県営公共事業の状況について、７月～９月の合計は１，８７５，４５０千円となり、前年同月比２，４６０，３４７千円のダウン。舗装工事が３２



４，２０８千円増加したものの、土木・建築・その他の３部門が減少。特に建築部門は１，８７９，７３０千円と大きく落ち込みました。上半期の

合計でも、建築部門の１，７３１，９０５千円の大幅減が響き、１，５４１，４８５千円ダウンの３、６９７，１１７千円となりました。 

 

 

業種別景況調査の主要 DI  （前期調査＝２０１３年４－６月期） 

 

１、建 設 業 

・今期業況 DIが、前期比では０．０（前期調査△34.8）と大幅に回復。前年同期比でも０．０（前期調査△13.0）のゼロ回復を示しました。 

・売上 DIは、前期比で０．０（前期調査△33.3）とマイナスから脱却した他、前年同期比でも４．５（前期調査△8.3）とプラス回復となりました。 

・来期業況見通し DI は、今期比で△９．５（前期調査△13.0）、２期連続で上向くことが予測されています。「１０月より工事受注が増加。今後、消

費税８％に上がる前の改修工事・新築工事の受注に期待している」という声を反映するかのように、来期売上見通し DIも４．５（前期調査 0.0）と、

さらなる改善が見込まれています。 

 

２、製 造 業 

・今期業況 DI は、前期比が△３．０（前期調査△17.6）とマイナス幅が縮小するとともに、前年同期比でも△１２．１（前期調査△26.5）となり、

いずれも２期連続の改善が見られました。 

・売上 DI は、前期比が８．８（前期調査 0.0）とプラス回復を示し、前年同期比も△２．９（前期調査△14.7）とマイナス幅がさらに縮小するなど、

業況 DIと同様、２期連続での回復となりました。「自動車ハイブリッド車関連が好調」「新商品の売上が好調」「消費税率の引き上げで駆け込み需要

の傾向が見られる」など、明るい声が上がりました。しかし、「原材料の値上げ、また入手難がある。利益率は下がり、代金回収の悪化となる」と冷

静に分析している企業もありました。 

・来期業況見通し DI は、今期比で５．９（前期調査△2.9）を示すなど一層の回復が期待されています。来期売上見通し DI では、２０．６（前期調

査 5.9）と３期連続となる大幅な改善が見込まれています。 

 

３、卸 売 業 

・今期業況 DIは、前期比では６．３（前期調査△12.5）と２期連続で回復し、黒字化。前年同期比でも同様に６．３（前期調査 0.0）と２期連続の改

善となりました。 

・売上 DI は、前期比で０．０（前期調査△12.5）と２期連続の回復によりゼロ水準となりました。しかし、前年同期比では△２５．０（前期調査△

18.8）とマイナス幅が悪化しました。「消費税増税を見越して、大きな買い物（家、車）をするので、化粧品などは買い控えが出た」「仕入価格の上



昇、経費の増加によって収益の悪化」など厳しい声も上がっています。 

・来期業況見通し DIは、今期比で６．７（前期調査 6.3）と４期連続の上向きとなる見通し。同様に、来期売上見通し DIも、２５．０（前期調査 6.7）

と大幅な伸びを見せており、来期への期待の大きさがうかがえます。 

 

４、小 売 業 

・今期業況 DIは、前期比で△２３．３（前期調査△20.5）とわずかにマイナス幅が拡大しました。「有名メーカーでも売れない。価格帯が全体的に下

がった分、売上が伸びない。必要以外のものを買わない」「過去最悪のマージン状況」など厳しい状況を指摘する意見もありました。前年同期比では

△１８．６（前期調査△30.2）と、マイナス幅がほぼ半減しました。 

・売上 DI は、前期比で△１６．３（前期調査△23.9）とマイナス幅が３期ぶりに縮小。前年同期比でも△１４．０（前期調査△17.4）と今期もわず

かに改善を示しました。大型店では、「高額品（美術、宝飾、高級バックなど）が前期に引き続き好調」だったようです。 

・来期業況見通し DIは、今期比で△１６．７（前期調査△27.3）と若干上向く見通し。売上見通し DIにおいても、△１１．９（前期調査△30.4）と

やや持ち直すことが見込まれています。 

 

５、サービス業 

・今期業況 DI は、前期比で△６.８（前期調査 10.2）とわずかにマイナスとなりましたが、前年同期比では２．４（前期調査 0.0）と微増を示しまし

た。 

・売上 DIは、前期比で△８.７（前期調査 17.6）と、再びマイナスへ転落。「原材料の上昇で売価の据え置きが苦しい」「商圏内の高齢化・人口減少に

より、売上の減少は否めない状況」など苦慮する声もありました。前年同期比は６．７（前期調査△2.0）とプラス回復しています。大遷宮効果が宿

泊・飲食関係を中心に続いているようです。 

・来期業況見通し DIでは、今期比で△２．４（前期調査△16.3）とマイナス幅が縮小しました。来期売上見通し DIも今期比で０．０（前期調査△23.5）

と状況が緩和する見通し。「来年、消費税アップになると、どんな様子になるか心配」と懸念する声もあります。 

 

 

設備投資動向 

 

１、今期設備投資  

全業種   設備投資を実施した事業所の割合は２８．３％（前回調査 37.1％）と８．８ポイントダウン。内訳としては、「車両運搬具」への投



資が２８．６％となり、３期連続で最も高い割合を占めました。 

 

建設業   実施割合が３７．５％で、「車両運搬具」の割合が最も高くなっています。 

 

製造業   実施割合が２９．７％で、「機械・備品」の割合が最も高くなっています。 

 

卸売業   実施割合が１１．８％で、「車両運搬具」「その他」が同率で並んでいます。 

 

小売業   実施割合が２５．０％で、「車両運搬具」の割合が最も高くなっています。 

 

サービス業 実施割合が３１．９％で、「付帯施設」の割合が最も高くなっています。 

 

 

２、来期設備投資  

 

全業種   設備投資を計画している事業所の割合は３０．４％（前期調査 39.4％）で９ポイントダウン。内訳としては、「機械・備品」への投

資が２６．９％となり、２期連続で最も高い割合を占めました。 

 

建設業   設備投資を計画している割合が２５．０％で、「機械・備品」「車両運搬具」が同率で並んでいます。 

 

製造業   設備投資を計画している割合は３５．１％で、「機械・備品」の割合が最も高くなっています。 

    

卸売業   設備投資を計画している割合が４４．４％で、「車両運搬具」の割合が最も高くなっています。 

   

小売業   設備投資を計画している割合が３０．４％で、「機械・備品」の割合が最も高くなっています。 

   

サービス業 設備投資を計画している割合が２３．９％で、「建物」「車両運搬具」「ＯＡ機器」が同率で並んでいます。 



 

 

経営上の問題点 

 

全業種   第１位は「需要の停滞、受注減少」で３８．５％。第２位は「単価の低下・上昇難」、第３位は「店舗・機械・備品等設備の老朽化」。

前期と変わりはありませんでした。 

 

建設業   第１位が「需要の停滞、受注減少」で、５２．２％となっています。第２位には「人件費の増加」が入りました。 

 

製造業   第１位が「需要の停滞、受注減少」で、３３．３％となっています。第２位は「材料（原材料）等仕入価格の上昇」でした。 

 

卸売業   第１位が「需要の停滞、受注減少」で、４１．２％となっています。第３位には「代金回収の悪化」が入りました。 

 

小売業   第１位が「需要の停滞、受注減少」で、４０．５％となっています。第２位は「新規参入業者の増加」で、競争が激しくなっている

との結果が出ました。 

 

サービス業 第１位が「需要の停滞、受注減少」で、３１．７％となっています。 

 

 

注：DI（業況判断指数）とは、ディフュージョン・インデックス(Diffusion Index)の略で、「増加」・「好転」したなどとする企業割合から、「減少」・「悪化」などとする企

業割合を差し引いた値です。 

 

詳細は業種別景況を参照してください。 


